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だと思います。法学部政治学専攻でも英語などの原典講読はあっても古文書購読はありませんでした。福
祉学の領域でもそれらを準備するのは大変です。でも研究の学際化は、福祉学専攻の歴史研究者と歴史学
専攻の福祉研究者が対等に議論することが求められます。院生・研究者個人が自己責任でこれらを準備す
ることは大変です。こうした制度を完備とはいわなくとも、ある程度準備することが、室田さんを中心に
してこれまで開拓されてきた福祉の歴史学的研究の持続的発展のためにも必要とされます。
このようなことを言うと福祉学研究者の多くから批判を受けそうです。それを承知で言わしてもらえ
ば、日本の社会福祉の現実が解体の岐路にあるとみなされているように、日本の福祉学も変質の岐路にあ
ると私には思えます。そのキャッチコピーは安倍晋三内閣と同じく戦後レジームの解体です。正確には、
戦後直後の非軍事化と民主化に根差した福祉国家体制の解体です。学会の多数派ではないにしても多くの
学者・福祉実践家が 1990年代以降の基礎構造改革を「措置から契約へ」という言葉で正当化しました。
その象徴である介護保険制度は要介護度認定という「措置」を温存して開始されました。介護の社会化と
必要な介護を必要な高齢者に、というスローガンはオレオレ詐欺よろしく、保険料の高額化、要支援者へ
のサービスの保険制度からの排除、相対的高所得高齢者の負担増などが打ち出されています。こうした方
向を無批判に支持・黙認することは「福祉学」の自殺行為ではないでしょうか。
「全共闘世代」なら反体制的であることが第 1の原則かもしれませんが、50年も昔の出来事です。ピー
スミールの変革を行うためには、現実への批判的な態度は必要だと思われます。福祉学という幅広い学問
の領域に歴史的な観点が必要なのは、現実に埋没せずに歴史の中に他の可能性（オルタナティブ）を剔出
する冷静な役割が期待されています。このことを室田さんが社会福祉の歴史の研究・教育で果たされまし
た。室田さんが教授としては関西学院大学からは去られるにしても、福祉の歴史学研究の重要性は、関学
の中で引き継いで受け継がれていくものと期待しています。室田さんもそのための努力をなされることで
しょう。活躍を期待しています。
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